
民生福祉常任委員会審査日程 
 

日 時  令和３年１１月２５日(木) 

午前９時 

場 所  第１委員会室 

         

～審査内容～ 

 

１ 議案第８２号 令和３年度山陽小野田市国民健康保険特別会計補正予算

（第２回）について（国保） 

 

２ 議案第８４号 令和３年度山陽小野田市後期高齢者医療特別会計補正予算

（第１回）について（国保） 

 

３ 議案第８９号 山陽小野田市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制

定について（国保） 

 

４ 議案第８３号 令和３年度山陽小野田市介護保険特別会計補正予算（第３

回）について（高齢） 

 

５ 議案第９７号 山陽小野田市環境衛生センター長期包括運転管理事業請負

契約の締結について（環境） 

 

６ 議案第９３号に係る連合審査会の受入れについて 

 

７ 議案第９４号に係る連合審査会の受入れについて 
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令和３年１２月定例会 民生福祉常任委員会 国保年金課資料  

 

山陽小野田市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

１ 条例改正の概要 

  産科医療補償制度の見直しによる掛金の変更等を受けて、健康保険法施行

令の改正※が行われたことに伴い、条例に規定する出産育児一時金の額及び

その加算の上限額を改めるもの。 

 

※ 令和４年１月１日から産科医療補償制度が見直され、同制度の掛金が

１万 6,000 円から１万 2,000 円に引き下げられること、及び国の社会保

障審議会医療保険部会の「議論の整理」（令和２年 12 月 23 日）におい

て、少子化対策としての重要性に鑑み、出産育児一時金等の支給総額に

ついて 42 万円を維持すべきとされたことを踏まえ、令和３年８月に健

康保険法施行令等の一部を改正する政令（令和３年政令第 222 号）が公

布された。 

 

２ 改正の内容 

出産育児一時金の支給額を「40 万 4,000 円」から「40 万 8,000 円」に引

き上げるとともに、産科医療補償制度の掛金相当額である加算の上限額を

「１万 6,000 円」から「１万 2,000 円」に引き下げる。 

【施行期日：令和４年１月１日】 

 

（参考）産科医療補償制度に加入している医療機関等における出産の場合 

区  分 改 正 前 改 正 後 

出産育児一時金の額 40 万 4,000 円 40 万 8,000 円 

出産育児一時金（加算分）の上限額 1 万 6,000 円 1 万 2,000 円 

合  計 42 万      円 42 万      円 

  ※ 令和３年 10 月現在、医療機関等における産科医療補償制度の加入率

は、全国で 99.9％、山口県で 100％となっている。 
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３ 出産育児一時金制度の概要 

  ・健康保険法等に基づく保険給付として、健康保険や国民健康保険などの

被保険者又はその被扶養者が出産したとき、出産に要する経済的負担

を軽減するため、一定の金額を支給する制度 

 

４ 産科医療補償制度の概要 

・分娩に関連して重度脳性麻痺になった児とその家族の経済的負担の補償、

原因分析や同様の事例の再発防止を図るための情報提供等を行う制度 

・補償金額は、看護・介護の基盤整備に準備一時金として 600 万円、看

護・介護費用の補償分割金として 2,400 万円（毎年 120 万円を 20 回）

の総額 3,000 万円となっている。 

 

 ※ 制度の概要図 

 

 

※ 補償の対象となる基準（令和４年１月１日以降の出生に対して適用） 

次に掲げるすべての基準を満たす場合に補償の対象となる。 

(1) 在胎週数が 28 週以上であること。 

(2) 先天性や新生児期等の要因によらない脳性麻痺であること。 

(3) 身体障害者手帳１・２級相当の脳性麻痺であること 
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